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第 １ 人 事 行 政 の 運 営 の 状 況

１ 職 員 の 任 免 及 び 職 員 数 に 関 す る 状 況

(1) 職 員 の 採 用

平 成 24年 度 に 新 た に 採 用 さ れ た 一 般 職 の 職 員 及 び 新 た に 再 任

用 さ れ た 職 員 の 状 況 は 、 次 の と お り で す 。

（単位：人）

区 分 合 計 行政職 警察職 教育職 企業職 医療職 技能労務職

新 規 採 用 521 132 105 120 0 164 0

新規再任用 70 26 13 24 0 2 5

（ 注 ） 新 規 採 用 に は 国 等 と の 人 事 交 流 に 伴 う 採 用 を 含 み ま す 。

(2) 職 員 の 離 職

平 成 24年 度 に 離 職 し た 一 般 職 の 職 員 及 び 再 任 用 を 満 了 し た 職

員 の 状 況 は 、 次 の と お り で す 。

（単位：人）

区 分 合 計 行政職 警察職 教育職 企業職 医療職 技能労務職

離 定年退職 261 74 41 118 0 24 4

職 そ の 他 342 57 35 148 0 97 5

再任用の満了 41 25 0 6 1 4 5

(3) 職 員 数

① 部 門 別 職 員 数 の 状 況 と 主 な 増 減 理 由

（各年度４月１日現在）

職員数 対前年
部 門

平成24年度 平成25年度 増減数
主な増減理由

知事部局等 3,795 3,804 9
体制強化など
(参考：人口10万人当たり職員 333人)

普
教育委員会 9,814 9,691 △ 123

通
公立学校教職員 9,398 9,278 △ 120 学校統廃合に伴う減など

会
事務局 416 413 △ 3

計 警察本部 2,299 2,314 15

部
警察官 1,992 2,008 16 欠員補充による増など

門
事務職員等 307 306 △ 1

小 計 15,908 15,809 △ 99 (参考：人口10万人当たり職員数 1,385人)

公
企 業 局 115 117 2

営
企会 病 院 局 1,323 1,352 29 看護師の増員など
業計
部

小 計 1,438 1,469 31
門

合 計 17,346 17,278 △ 68 (参考：人口10万人当たり職員数 1,514人)

[20,094] [20,097] [ 3]

（注）１「知事部局等」には議会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、労働委員会事務局等を含む。
２「公立学校教職員」は、県立学校教職員及び市町村立学校県費負担教職員
３［ ］内は、条例定数の合計
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② 定 員 管 理 の 数 値 目 標 及 び 進 捗 状 況

こ れ ま で に 事 務 事 業 の 見 直 し や 業 務 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 推
進 等 に よ り 、 知 事 部 局 等 に お い て は 、 平 成 25年 度 当 初 ま で に 平
成 17年 度 当 初 比 で 427人 の 純 減 を 行 っ た と こ ろ で す 。
今 後 も 、 厳 し さ を 増 す 財 政 状 況 の 中 で 県 民 サ ー ビ ス の 水 準 を

維 持 し 、 社 会 経 済 情 勢 の 変 化 や 様 々 な 危 機 事 象 に 的 確 に 対 応 し
て い く た め 、 新 た な 行 政 需 要 等 に 対 す る 増 員 に つ い て は 、 削 減
分 の 一 部 を も っ て こ れ に 充 て る ス ク ラ ッ プ ・ ア ン ド ・ ビ ル ド を
基 本 に す る な ど 、 引 き 続 き 適 正 な 定 員 管 理 に 努 め て い き ま す 。
な お 、 教 育 委 員 会 及 び 県 警 本 部 に つ い て は 、 公 立 学 校 教 職 員

や 警 察 官 の 定 員 の 基 準 等 が 法 令 で 定 め ら れ て お り 今 後 変 動 が 見
込 ま れ る こ と 、 ま た 、 企 業 局 や 病 院 局 に つ い て は 、 公 営 企 業 経
営 の 観 点 か ら 収 益 を 確 保 す る た め の 柔 軟 な 人 員 配 置 が 必 要 で あ
る こ と か ら 具 体 的 な 数 値 目 標 の 設 定 が 困 難 で あ る た め 、 数 値 目
標 は 知 事 部 局 等 （ 人 事 委 員 会 事 務 局 、 監 査 事 務 局 等 を 含 む 。）
に つ い て の み 設 定 し 、 そ の 達 成 に 向 け て 取 り 組 ん で い き ま す 。

定員管理の数値目標及び進捗状況

H17.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H27.4.1

（目標値）

知事部局等（人） 4,231 → 3,795 3,804 → 約3,800

H17.4.1との対比 - △ 436 △ 427 △ 431

※みやざき行財政改革プラン（平成２３年６月策定）で、平成２７年度当初までに、

知事部局等の職員数を平成１７年度当初比で１割程度削減することとしている。
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２ 職員の給与の状況

［給与決定のしくみ］

職員（知事、県議会議員等の特別職を除く。以下同じ。）の給与は、地方公務員法により、生計費、

国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業従事者の給与などを考慮して定めることとされており、

専門的第三者機関である県人事委員会が、毎年、県内の民間事業者の給与の実態や生計費、物価などを

調査し、国家公務員給与についての人事院勧告の内容などを参考にして、職員の給与についての勧告を

行っています。

職員の給与は、この人事委員会勧告に基づき、国や他の地方公共団体との均衡も考慮して、県議会の

審議を経て条例で定められています。

［職員の給与の概要］

職員の給与は、基本給としての給料と期末・勤勉手当（いわゆるボーナス）、扶養手当、住居手当、

通勤手当、退職手当などの職員手当からなっており、その内容は、国家公務員の給与に準じたものにな

っています。

(1)総 括

① 人件費の状況（普通会計決算）

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)

(23年度末) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 23年度の人件費率

24年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

1,143,744 550,134,566 3,214,561 149,279,400 27.1 26.2

② 職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

15,907 75,165,792 7,748,173 26,232,986 109,146,950 6,862

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は、２４年４月１日現在の人数です（学校に勤務する臨時講師等を含みません）。

３ 学校に勤務する臨時講師等を含めた場合の１人当たりの給与費は、６，３１１千円にな

ります。

③ 特記事項

本県では、厳しい財政状況を踏まえ、平成２３年６月に「みやざき行財政改革プラン」を策定し、

その一環として人件費を平成２６年度までに、約９２億円（対２２年度比累計）縮減することとし

ています。

なお、これまでの取り組みとしては

○知事の給料２０％減額、副知事の給料１０％減額、その他常勤特別職の給料５％減額

○執行機関の委員等報酬の日額・月額併用制の導入

○管理職手当の１０％減額

○給与構造改革に伴う給与制度の改正（給料表を約４．８％引き下げ）

○現業職の給与水準引き下げ

○退職手当の引き下げ
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○全職員について昇給の１号抑制（平成１９年４月～平成２１年４月）

○その他手当の見直し

特殊勤務手当、へき地手当、産業教育手当、

定時制通信教育手当、農林漁業普及指導手当、

義務教育等教員特別手当 など

などを実施してきています。

また、これ以外にも、日当の廃止など旅費制度の抜本的な見直しを行っています。

④ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ 「ラスパイレス指数」とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

給与水準を示す指数です。

２ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないとし

た場合の値です。

⑤ 給与改定の状況

ア 月例給

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間給与 公 務 員 給 与 較差 勧告 給与改定率 国の改定率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

24年度 円 円 円

371,323 371,718 ▲395 改定なし 改定なし 改定なし

（▲0.11％）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス

パイレス比較した平均給与月額です。

イ 特別給

人事委員会の勧告 (参考)

区 分 民間の支給 公務員の 較差 勧告 年間支給月数 国の年間

割合 Ａ 支給月数 Ｂ Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

24年度 月 月 月 月 月 月

3.94 3.95 △0.01 0 3.95 3.95

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員

の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

(H19）, 
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95

100
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110

宮崎県 都道府県平均
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(2)行政職給料表の状況（２４年４月１日現在） （単位：円）

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

１号給の

給料月額 135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 413,000 464,600

最高号給の

給料月額 243,700 307,800 354,700 393,300 405,800 425,200 456,200 478,200 537,700

(3)職員の平均給与月額、初任給等の状況

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

ア 一般行政職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

宮崎県 43.7歳 334,130円 403,974円 361,266円

イ 技能労務職

公務員 民 間 参考

区 分
平均年齢 職員数 平均経 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 対応する民間 平均年齢 平均経 平均給与月額 A/B

験年数 （Ａ） （国ベース） の対応職種 験年数 (B)

宮崎県 61.7歳 22人 42.6年 318,935円 353,534円 333,433円 －

う ち 守 衛 61.4歳 （5人未満） 40.5年 354,825円 379,531円 368,825円 守 衛 60.2歳 6.2年 153,000円 2.41

うち用務員 61.0歳 12人 42.7年 346,924円 380,945円 362,008円 用務員 53.5歳 9.8年 206,600円 1.75

うち自動車運転手 自 家 用

62.8歳 （5人未満） 41.9年 236,075円 261,942円 236,075円 自動車運転者 56.8歳 6.3年 149,800円 1.58

参 考

区 分 年収ベース(試算値)の比較

公務員 民間 Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

宮崎県 － － －

う ち 守 衛 6,096,125円 1,932,500円 3.15

うち用務員 6,074,421円 2,861,400円 2.12

うち自動車運転手 3,669,327円 1,897,900円 1.93

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２１～２３年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算額です。

ウ 高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

宮崎県 44.2歳 379,772円 426,448円

エ 小・中学校（幼稚園）教育職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

宮崎県 45.5歳 388,878円 433,247円



- 6-

オ 警察職

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

宮崎県 40.5歳 326,952円 430,484円 353,110円

（注）１ 「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものです。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したものです。

３ 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の（減額前）

は、給与改定特例法による措置がないとした場合の値です。

② 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）
区 分 宮 崎 県 国

一 般行政 職 大 学 卒 172,200円 163,987円 （減 額 前 172,200円）

高 校 卒 140,100円 133,418円 （減 額 前 140,100円）

技 能労務 職 高 校 卒 （ 技 能 免 許 ） 140,300円 －

中 学 卒 （ 労 務 乙 ） 118,300円 －

高 等学校 教育職 大 学 卒 192,800円 －

高 校 卒 148,800円 －

小 ・中学 校教育職 大 学 卒 192,800円 －

高 校 卒 148,800円 －

警 察 職 大 学 卒 192,300円 190,460円（減 額前 200,000円）

高 校 卒 161,500円 153,797円（減 額前 161,500円 ）

（注）１ 初任給の額は、学校卒業後すぐに採用された場合の給料月額です。

２ 国家公務員欄における(減額前)は、給与改定特例法による措置がないとした場合の値です。

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）
区 分 経 験 年 数 1 0年 経 験 年 数 15年 経 験 年 数 20年

一般行政職 大 学 卒 252,600円 310,100円 362,200円

高 校 卒 207,200円 264,200円 305,500円

技能労務職 高 校 卒 － 円 － 円 － 円

中 学 卒 － 円 － 円 － 円

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 295,900円 350,200円 402,000円

小 ・ 中 学 校 教 育 職 大 学 卒 290,700円 350,400円 395,300円

警 察 職 大 学 卒 274,800円 326,600円 374,200円

高 校 卒 244,400円 285,800円 326,600円

（注） 技能労務職は各区分に該当する職員がいないため、平均給料月額を掲載していません。
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(4) 一般行政職の級別職員数等の状況

① 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１ 級 主事又は技師の職務 人 ％
311 7.9

２ 級 高度な知識又は経験を必要とする業務を行う主事又 人 ％
は技師の職務 271 6.9

３ 級 １ 副主幹の職務 人 ％
２ 主任主事又は主任技師の職務 916 23.3
１ 本庁及び委員会の事務局の課長補佐の職務 人 ％

４ 級 ２ 出先機関の長の職務 1,467 37.3
３ 出先機関の課長の職務
４ 困難な業務を処理する副主幹の職務
１ 困難な業務を処理する本庁及び委員会の事務局 人 ％

５ 級 の課長補佐の職務 642 16.3
２ 相当困難な業務を処理する出先機関の長の職務
３ 困難な業務を処理する出先機関の課長の職務

６ 級 １ 本庁及び委員会の事務局の課長の職務 人 ％
２ 困難な業務を処理する出先機関の長の職務 245 6.2
１ 本庁の次長の職務 人 ％

７ 級 ２ 委員会の事務局の長の職務 55 1.4
３ 特に困難な業務を処理する出先機関の長の職務
４ 困難な業務を処理する本庁の課長及び委員会の
事務局の課長の職務

１ 本庁の部長の職務 人 ％
８ 級 ２ 困難な業務を処理する本庁の次長の職務 17 0.4

３ 相当困難な業務を処理する委員会の事務局の長
の職務

４ 特に重要かつ困難な業務を処理する出先機関の
長の職務

１ 困難な業務を処理する本庁の部長の職務 人 ％
９ 級 ２ 困難な業務を処理する委員会の事務局の長の職務 8 0.2

３ 極めて重要かつ困難な業務を処理する出先機関
の長の職務

（注）１ 宮崎県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１級, 7.9% １級, 7.0% １級, 6.0%

２級, 6.9% ２級, 6.7% ２級, 6.7%

３級, 23.3% ３級, 24.2% ３級, 24.8%

４級, 37.3% ４級, 36.9% ４級, 34.9%

５級, 16.3% ５級, 17.1% ５級, 18.8%

６級, 6.2% ６級, 6.0% ６級, 6.4%７級, 1.4% ７級, 1.5% ７級, 1.6%８級, 0.4% ８級, 0.5% ８級, 0.5%９級, 0.2% ９級, 0.2% ９級, 0.3%
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② 昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

・ 平成１９年４月１日昇給分から、本庁部長以外の全職員を対象とした査定昇給制度を導入。

・ 昇給の査定は、所属長の内申に基づく勤務成績の評定により昇給幅を何号給にするかを判定。

２．昇給への勤務成績の反映状況

・ 標準を４号給とし、上位区分を最大４号給加算、下位区分を３号給以下とする。

・ 成績優秀者への号給加算は、４号給に換算して職員定数の１５％以内。

・ 平成２４年４月１日の昇給において、知事部局３，７１６名中、上位区分に決定された者が

３６３名（９．８％）、標準区分に決定された者が３，０９４名（８３．３％）、下位区分に

決定された者が１０２名（２．７％）であった。

(5) 職員の手当の状況

① 期末手当・勤勉手当

宮 崎 県 国

１人当たり平均支給額（24年度） －

1,416千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.6 月分 1.35 月分 2.6 月分 1.35 月分

( 1.45)月分 ( 0.65)月分 ( 1.45)月分 ( 0.65)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5%～20% ・ 役職加算 5%～20%

・ 管理職加算 10%～25% ・ 管理職加算 10%～25%

（注）１ 期末手当・勤勉手当の支給額は、給料の月額に一部の手当と役職段階に応じた額を加えた

額に上記支給割合を乗じた額になります。

２ ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

・ 所属長からの内申に基づき、勤務成績の評定を実施。

・ 標準の成績率を６７．５／１００とし、勤務成績が良好でない者は、６７．５／１００

未満とする。（平成２４年４月１日現在）

・ 成績率上位区分の適用については未実施。
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② 退職手当（２４年４月１日現在）

宮 崎 県 国

○退職手当の基本額 ○退職手当の基本額

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 20年 23.5月分 30.55月分 勤 続 20年 23.5月分 30.55月分

勤 続 25年 33.5月分 41.34月分 勤 続 25年 33.5月分 41.34月分

勤 続 35年 47.5月分 59.28月分 勤 続 35年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算 定年前早期退職者特例措置 その他の加算 定年前早期退職者特例措置

(2%～20%加算) (2%～20%加算)

○退職手当の調整額 ○退職手当の調整額

調整月額 0円 ～ 50,000円 調整月額 0円 ～ 79,200円

○ １人当たり平均支給額 自己都合 勧奨・定年

2,474千円 25,668千円

（注）１ 退職手当の額は、退職手当の基本額（退職時給料月額×支給率）に、退職手当の調整額

（職員が在職した上位６０月分の調整月額の合計額）を加えて得た額になります。

２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

③ 地域手当（２４年４月１日現在）

支 給 実 績（24年度決算） 62,147千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 621,473円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の制度（支給率）

東京都 特別区 35人 18％ 18％

大阪府 大阪市 8人 15％ 15％

福岡県 福岡市 9人 10％ 10％

太宰府市 2人 3％ 3％

医 師 27人 15％ 15％

県内全市町村 15,807人 0％ 0％

平 均 支 給 率 0.0％ 0.0％

（注）１ 地域手当は、民間賃金の高い地域に勤務する職員又は医師・歯科医師に支給されます。

２ 支給月額は、給料の月額に一部の手当を加えた額に上記の支給率を乗じた額になります。

３ 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと

仮定した場合の加重平均の支給率です。
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④ 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

支給実績（24年度決算） 702,808千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 130,926円

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 33.7％

手当の種類（手当数） ３９（重複する手当を１とした場合）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

県税事務手当 県税事務所職員 納税義務者等を訪問して行う県税 日額700円

の賦課徴収

消防訓練指導手当 消防学校職員 屋外における消防訓練の指導業務 日額450円

火薬類等事故調査手当 消防保安室職員 火薬類又は高圧ガスの製造施設に 日額750円

係る事故が発生した場合における

事故調査

社会福祉業務手当 福祉事務所職員 生活保護法等に基づき行う福祉に 日額600円

関する業務

感染症予防等手当 保健所職員 感染症又は結核に感染する恐れの 日額230円

ある業務 ～290円

精神保健福祉業務手当 保健所職員 精神保健福祉法に基づき行う業務 日額290円

狂犬病防疫等手当 保健所職員 狂犬病予防法等に基づき行う業務 日額220円

～440円

麻薬取締手当 医療薬務課職員 麻薬取締法に基づき行う業務 日額550円

深夜看護手当 こども療育センター 深夜において行われる看護業務 勤務１回につき

職員 2,000円

～3,200円

家畜伝染病防疫等手当 家畜保健衛生所職員 家畜伝染病予防法等に基づき行う 日額260円

業務 ～800円

放射線取扱手当 工業技術センター職 レントゲンその他の放射線を照射 日額230円

員 する作業

特殊現場作業手当 土木事務所職員 地上10ｍ以上の足場の不安定な箇 潜水作業

所等で行う工事の検査等 １時間310円

～1,500円

その他

日額220円

～560円

用地交渉手当 土木事務所職員 公共事業に必要な土地の取得等に 日額650円

かかる交渉 深夜加算50/100

有害物取扱手当 総合農業試験場職員 青酸ガス等を使用して行うくん蒸 日額250円

作業 ～290円

漁業取締等手当 水産政策課職員 船舶に乗組み行う漁業取締、海難 日額500円

救助又は漁ろう作業

航空機搭乗業務手当 消防保安室職員 航空機に搭乗して行う観測等 １時間1,900円

危険等業務加算

30/100

道路補修作業手当 土木事務所現業職員 交通を遮断することなく行う道路 日額300円

補修作業
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通信教育手当 県立学校職員 通信教育を本務としない職員が行 添削一枚40円

う添削指導等 面接指導

１時間1,720円

漁ろう実習指導等業務手当 県立学校職員 実習船に乗り組み行う水産に関す 日額1,700円

る実習指導等の業務

教員特殊業務手当 県立学校職員 非常災害時の児童等の保護、修学 日額900円

市町村立学校職員 旅行等の引率等 ～6,400円

教育業務連絡指導手当 県立学校職員 地方教育行政の組織及び運営に関 日額200円

市町村立学校職員 する法律に基づく教育に関する業

務

夜間定時制業務手当 県立学校職員 正規の勤務時間による勤務の全部 日額190円

又は一部が午後５時以降において

行われる業務

潜水作業手当 県立学校職員 潜水して行う検査等 １時間310円

～1,500円

多学年学級担当手当 市町村立学校職員 二以上の学年の児童等で編成され 日額290円

る学級を担当する職員が行う授業 ～350円

等

特殊作業手当 警察職員 主として私服員の従事する犯罪予 日額500円

防及び捜査並びに被疑者逮捕作業

指紋、手口若しくは写真又は理化 日額250円

学の知識、法医学の知識若しくは ～500円

銃器弾薬類の知識を利用する犯罪

鑑識作業

交通取締用自動車その他特殊自動 日額340円

車運転作業 ～450円

特殊機械保守作業 日額120円

留置施設看守作業 日額240円

交通捜査作業 日額340円

～500円

火薬類取締作業 日額750円

死体取扱作業 １体につき

1,100円

～3,200円

警ら作業 日額280円

潜水作業 １時間310円

～1,500円

夜間特殊作業 １回650円

～980円
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爆発物処理等作業 爆発物処理１回

4,600円

特殊危険物質に

よる被害の危険

がある作業

日額250円

～4,600円

捜索救難、犯罪捜査、警備又は交 １時間1,900円

通取締りのための航空機搭乗作業 ～2,200円

犯罪予防及び捜査並びに被疑者逮 １回1,240円

捕、犯罪鑑識、交通取締り又は爆

発物処理等のための夜間緊急作業

航空機操縦作業 １時間7,200円

航空機整備作業 日額1,660円

航空機搭乗危険作業 １時間570円

～1,530円

災害警備等作業 日額840円

福島第一原発事

故にかかる作業

は日額1,000円

～20,000円

身辺警護等作業 日額640円

銃器犯罪捜査作業 日額600円

～1,200円

⑤ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 2 4年 度 決 算 ） 2,547,733千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 160千円

支 給 実 績 （ 2 3年 度 決 算 ） 2,549,913千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 158千円

⑥ その他の手当（２４年４月１日現在）

国の
支給職員１人

制度 国の制度と 支給実績
当たり

手 当 名 概要及び支給単価（月額）
との 異なる内容 （24年度決算）

平均支給年額

異同
（24年度決算）

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員 同 － 774,650千円 585,968円

に支給

・給料表別、職務の級別等によ

り定額 最高130,300円
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初任給調整 医学等に関する専門知識を必要 異 獣医師に係 115,029千円 1,322,175円

手 当 とし、かつ採用による欠員補充 る 手 当 額

が困難な職に採用された職員に、 （国は支給

採用から35年以内（獣医師は15 なし）

年以内）の期間支給

・医師等 最高365,500円

・獣医師 最高 30,000円

扶 養 手 当 扶養親族のいる職員に支給 同 － 2,160,029千円 250,351円

・配偶者 13,000円

・配偶者以外 6,500円

16歳から22歳の子１人につき

5,000円加算

住 居 手 当 住居を借り受け、又は所有して 異 自宅所有者 1,462,249千円 139,368円

いる職員に支給 に係る手当

・借家 最高27,000円 額（国は支

・自宅 1,000円 給なし)

（新築・購入後５年間に限り

2,000円）

通 勤 手 当 通勤距離が片道2km以上で、交通 異 交通用具使 1,506,454千円 118,544円

機関を利用又は交通用具を使用 用者に係る

して通勤している職員に支給 手当額（本

・交通機関利用 定期券等の価額 県の通勤実

（特急利用者には、特急定期券 態等を考慮

の価額の1/2（特急以外での通 して設定）

勤が困難な場合は2/3）を加算）

・交通用具使用 距離に応じて

2,000円～34,200円

単身赴任手当 公署を異にする異動等に伴い転 同 － 209,431千円 293,321円

居し、やむを得ない事情により

配偶者等と別居して単身で生活

することを常況とする職員に支

給

・23,000円＋配偶者等との距離

に応じた加算額

特地勤務手当 交通至難な地その他生活の不便 同 － 49,280千円 497,776円

な地域に勤務する職員に支給

・給料の4/100～25/100（地域区

分による）

へき地手当 へき地学校に勤務する教員に支 － － 204,861千円 424,142円

給

・給料の1/100～22/100（地域区

分による）

定時制通信教 定時制通信教育に従事する教員 － － 31,679千円 229,556円

育手当 に給料の4/100～6/100を支給

産業教育手当 農業等に関する課程を置く高校 － － 80,685千円 226,643円

で、実習を伴う農業等の科目を

主として担任する教員に給料の

5/100（定時制通信教育手当を受

ける者は3/100）を支給
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農林漁業普及 農業改良助長法等に基づく業務 － － 41,978千円 231,924円

指導手当 を本務とする職員に支給

・6/100（管理職手当を受ける者

は3/100）

休日勤務手当 休日等において正規の勤務時間 同 － 348,447千円 21,905円

中に勤務した職員に支給

・１時間当たりの給与額

×135/100×勤務時間数

夜間勤務手当 午後１０時から翌日の午前５時 同 － 120,625千円 7,583円

までの間において正規の勤務時

間として勤務した職員に支給

・1時間当たりの給与額

×25/100×勤務時間数

宿日直手当 宿日直勤務を命ぜられた職員が 同 － 495,846千円 31,172円

宿日直勤務を行った場合に支給

・勤務１回につき勤務内容に

より4,200円～20,000円

管理職員特別 管理職手当受給対象職員が臨時 同 － 9,177千円 6,942円

勤務手当 又は緊急の必要等により週休日

等に勤務した場合に支給

・勤務１回につき管理職手当

区分に応じて4,000円～12,000円

義務教育等教 小中学校に勤務する教員に支給 － － 604,643千円 68,383円

員特別手当 ・職員の区分に応じて

2,900円～11,700円

(6) 特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 992,000円 （ 1,240,000円）

料 副 知 事 882,000円 （ 980,000円）

報 議 長 980,000円

副 議 長 890,000円

酬 議 員 780,000円

期 知 事 （24年度 支給割合 ）

末 副 知 事 ２． ９５月 分

手 議 長 （24年度 支給割合 ）

当 副 議 長 ２．９５ 月分

議 員

退 （ 算定 方式） （ １期の 手当額） （ 支給時 期）

職 知 事 124万 円 ×在 職 月 数× 0.7 41,664,000円 任期 毎

手 副 知 事 98万 円 ×在 職 月 数× 0.5 23,520,000円 任期 毎

当 備 考

(注)１ 給料の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。

２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

（４年＝４８月）努めた場合における退職手当の見込額です。
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(7) 公営企業職員の状況

① 電気事業

ア 職員給与費の状況

1) 決算

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 占め る職 員給与 費

比率

24年度 千円 千円 千円 ％ ％

3,920,188 510,754 939,828 24.0 22.5

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

108 448,609 125,346 162,132 736,087 6,816

（注）１ 職員手当には退職給与金、児童手当を含みません。

２ 職員数は、２５年３月３１日現在の人数です。

2) 特記事項

管理職手当の１０％減額を実施しています。

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

宮 崎 県 44.1歳 365,041円 568,253円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

２ 平均月収額は２４年度支給実績による数値を記載しています。

ウ 職員の手当の状況

1) 期末手当・勤勉手当

宮 崎 県

１人当たり平均支給額（２４年度）

1,501千円

（２４年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.6 月分 1.35 月分

( 1.45)月分 (0.65 )月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。
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2) 退職手当（２４年４月１日現在）

宮 崎 県
○ 退職手当の基本額
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤 続 2 0年 23.5月分 30.55月分
勤 続 2 5年 33.5月分 41.34月分
勤 続 3 5年 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算 定年前早期退職者特例措置

(2%～20%加算)
○退職手当の調整額
調整月額 0円 ～ 50,000円

○１人当たり平均支給額 0千円
（注）１ 退職手当の額は、退職手当の基本額（退職時給料月額×支給率）に、退職手当の調

整額（職員が在職した上位６０月分の調整月額の合計額）を加えて得た額になります。
２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度から平成２４年度までに退職し
た職員に支給された平均額です。

3) 地域手当（２４年４月１日現在）

支 給 実 績（２４年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都（特別区） 18％ 0人 18％

大阪府（大阪市） 15％ 0人 15％

福岡県（福岡市） 10％ 0人 10％

4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

支給総額（24年度決算） 3,860千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 56,765 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 59.1 ％

手当の種類（手当数） 3種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 企業局職員 電気設備等の維持修繕 日額220円～560円

等の現場作業

深夜特殊業務手当 総合制御課職員 深夜において行う発 勤務1回につき3,600円

電所等の運転業務

航空機搭乗業務手当 企業局職員 航空機に搭乗して行う 1時間につき1,900円

観測、調査等の業務

5) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ） 69,864千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 647千円

支 給 実 績 （ 23年 度 決 算 ） 72,520千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 671千円
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6) その他の手当

支給実績
支給職員1人当た

手当名
（24年度決算）

り平均支給年額

（24年度決算）

管理職手当 7,503千円 833,715円

扶 養 手 当 23,593千円 274,341円

住 居 手 当 8,616千円 93,657円

通 勤 手 当 7,760千円 77,603円

単身赴任手当 480千円 240,000円

休日勤務手当 352千円 17,599円

夜間勤務手当 3,315千円 51,799円

宿日直手当 371千円 14,832円

② 工業用水道事業

ア 職員給与費の状況

1) 決算

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度 千円 千円 千円 ％ ％

246,028 100,491 54,624 22.2 21.9

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

6.9 26,378 9,282 9,491 45,151 6,544

（注）１ 職員手当には退職給与金、児童手当を含みません。

２ 職員数は、２５年３月３１日現在の人数で、その内０．９人は地域振興事業との兼務

です。

2) 特記事項

管理職手当の１０％減額を実施しています。

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

宮 崎 県 41.1歳 332,349円 545,794円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

２ 平均月収額は２４年度支給実績による数値を記載しています。
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ウ 職員の手当の状況

1) 期末手当・勤勉手当

宮 崎 県

１人当たり平均支給額（２４年度）

1,375千円

（２４年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.6 月分 1.35 月分

( 1.45)月分 (0.65 )月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

2) 退職手当（２４年４月１日現在）

宮 崎 県
○ 退職手当の基本額
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.5月分 30.55月分
勤続25年 33.5月分 41.34月分
勤続35年 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算 定年前早期退職者特例措置

(2%～20%加算)
○退職手当の調整額
調整月額 0円 ～ 50,000円

○１人当たり平均支給額 0千円
（注）１ 退職手当の額は、退職手当の基本額（退職時給料月額×支給率）に、退職手当の調

整額（職員が在職した上位６０月分の調整月額の合計額）を加えて得た額になります。
２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度から平成２４年度までに退職し
た職員に支給された平均額です。

3) 地域手当（２４年４月１日現在）

支 給 実 績（２４年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都（特別区） 18％ 0人 18％

大阪府（大阪市） 15％ 0人 15％

福岡県（福岡市） 10％ 0人 10％
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4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

支給総額（24年度決算） 128千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 31,948 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 3.5 ％

手当の種類（手当数） 3種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 企業局職員 電気設備等の維持修繕 日額220円～560円

等の現場作業

深夜特殊業務手当 総合制御課職員 深夜において行う発 勤務1回につき3,600円

電所等の運転業務

航空機搭乗業務手当 企業局職員 航空機に搭乗して行う 1時間につき1,900円

観測、調査等の業務

5) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ） 3,082千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 447千円

支 給 実 績 （ 23年 度 決 算 ） 4,541千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 658千円

6) その他の手当

支給実績
支給職員1人当た

手当名
（24年度決算）

り平均支給年額

（24年度決算）

管理職手当 1,295千円 647,460円

扶 養 手 当 1,140千円 285,000円

住 居 手 当 922千円 188,082円

通 勤 手 当 852千円 284,000円

単身赴任手当 552千円 276,000円

休日勤務手当 17千円 16,985円

夜間勤務手当 126千円 31,493円

宿日直手当 1,210千円 302,400円
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③ 地域振興事業

ア 職員給与費の状況

1) 決算

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度 千円 千円 千円 ％ ％

22,896 4,383 411 1.8 2.5

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

0.1 207 62 45 314 3,140

（注）１ 職員手当には退職給与金、児童手当を含みません。

２ 職員数は、２５年３月３１日現在の人数で、工業用水道事業との兼務です。

３ １人当たり給与費は、工業用水道事業との兼務分を含みます。

2) 特記事項

管理職手当の１０％減額を実施しています。

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

宮 崎 県 23.0歳 172,200円 261,525円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

２ 平均月収額は２４年度支給実績による数値を記載しています。

３ 基本給及び平均月収額は、工業用水道事業との兼務分を含みます。

ウ 職員の手当の状況

1) 期末手当・勤勉手当

宮 崎 県

１人当たり平均支給額（２４年度）

451千円

（２４年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.6 月分 1.35 月分

( 1.45)月分 (0.65 )月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注)１ １人当たり平均支給額（２４年度）は、工業用水道事業との兼務分を含みます。

２ ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。
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2) 退職手当（２４年４月１日現在）

宮 崎 県
○ 退職手当の基本額
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.5月分 30.55月分
勤続25年 33.5月分 41.34月分
勤続35年 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算 定年前早期退職者特例措置

(2%～20%加算)
○退職手当の調整額
調整月額 0円 ～ 50,000円

○１人当たり平均支給額 0千円
（注）１ 退職手当の額は、退職手当の基本額（退職時給料月額×支給率）に、退職手当の調

整額（職員が在職した上位６０月分の調整月額の合計額）を加えて得た額になります。
２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度から平成２４年度までに退職し
た職員に支給された平均額です。

3) 地域手当（２４年４月１日現在）

支 給 実 績（２４年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 0 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都（特別区） 18％ 0人 18％

大阪府（大阪市） 15％ 0人 15％

福岡県（福岡市） 10％ 0人 10％

4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

支給総額（24年度決算） 0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 0 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 0 ％

手当の種類（手当数） 3種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 企業局職員 電気設備等の維持修繕 日額220円～560円

等の現場作業

深夜特殊業務手当 総合制御課職員 深夜において行う発 勤務1回につき3,600円

電所等の運転業務

航空機搭乗業務手当 企業局職員 航空機に搭乗して行う 1時間につき1,900円

観測、調査等の業務

(注) 支給職員1人当たり平均支給年額（２４年度決算）は、工業用水道事業との兼務分を含み

ます。

5) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ） 30千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 297千円

支 給 実 績 （ 23年 度 決 算 ） 78千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 780千円

（注） 職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）は、工業用水道事業との兼務分を含みま

す。
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6) その他の手当

支給実績
支給職員1人当た

手当名
（24年度決算）

り平均支給年額

（24年度決算）

管理職手当 0千円 0円

扶 養 手 当 0千円 0円

住 居 手 当 32千円 324,000円

通 勤 手 当 0千円 0円

単身赴任手当 0千円 0円

休日勤務手当 0千円 0円

夜間勤務手当 0千円 0円

宿日直手当 0千円 0円

（注） 支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）は、工業用水道事業との兼務分を

含みます。

④ 宮崎県立病院事業

ア 職員給与費の状況

1) 決算

区 分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 23年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

24年度 千円 千円 千円 ％ ％

26,728,200 ▲97,652 13,171,368 46.5 45.7

区 分 職員数 給 与 費 一人当たり

Ａ 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 給与費 B/A

24年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

1,376 5,169,935 2,548,827 1,756,001 9,474,763 6,886

（注）１ 職員手当には退職給与金、児童手当を含みません。

２ 職員数は、２５年３月３１日現在の人数です。

2) 特記事項

管理職手当の１０％減額を実施しています。
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イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（２４年４月１日現在）
区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

宮崎県 医 師 42.9歳 545,775円 1,420,255円

看護師 37.6歳 285,699円 457,759円

事務職員 47.9歳 403,134円 637,060円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

ウ 職員の手当の状況

1) 期末手当・勤勉手当

宮 崎 県

１人当たり平均支給額（24年度）

1,291千円

（24年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.6 月分 1.35月分

( 1.45)月分 ( 0.65)月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注)( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

2) 退職手当（２４年４月１日現在）

宮 崎 県
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤 続 2 0年 23.50月分 30.55月分
勤 続 2 5年 33.50月分 41.34月分
勤 続 3 5年 47.50月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算 定年前早期退職者特例措置

(2%～20%加算)
○退職手当の調整額
調整月額 0円 ～ 50,000円

○１人当たり平均支給額 5,722千円

（注）１ 退職手当の額は、退職手当の基本額（退職時給料月額×支給率）に、退職手当の調
整額（職員が在職した上位６０月分の調整月額の合計額）を加えて得た額になります。

２ 退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額
です。

3) 地域手当（２４年４月１日現在）

支 給 実 績（24年度決算） 153,336千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 755,351円

支給対象地域 率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師 15％ 178人 － ％
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4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

支給総額（24年度決算） 35,086千円

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 217,672円

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 79.1％

手当の種類（手当数） 8

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症予防等手当 県立病院職員 感染症又は結核に感染 日額２３０円、２９０円

するおそれのある業務

精神保健福祉業務手当 県立病院職員 精神保健福祉法に基づ 日額２９０円

き行う業務

深夜看護手当 県立病院職員 深夜において行われる 日額２，０００円から

看護業務 日額３，２００円

放射線取扱手当 県立病院職員 レントゲンその他の放 日額２３０円

射線を照射する業務

精神医療業務手当 県立病院職員 精神病患者の診療に直 日額３１０円から

接従事する業務 日額８８０円

救 急 医療体 制確 保 県立病院職員 勤務時間外の呼出によ 勤務１回につき

手当 り救急医療に従事する ６，０００円、

業務 １２，０００円

専門看護手当 県立病院職員 専門看護師又は認定看 日額１５０円、２５０円

護師が従事する認定分

野の業務

特別診療手当 県立病院職員 院長、副院長の正規の １時間２，０００円

勤務時間外における手

術、救急医療等の業務

5) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 24年 度 決 算 ） 1,032,792千円

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算） 781千円

支 給 実 績 （ 23年 度 決 算 ） 1,004,936千円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 790千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

6) その他の手当

支給実績
支給職員1人当た

手当名
（24年度決算）

り平均支給年額

（24年度決算）

扶 養 手 当 96,882千円 208,349円

住 居 手 当 135,344千円 177,152円

通 勤 手 当 107,125千円 122,289円

初任給調整手当 787,026千円 3,876,976円
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３ 職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 の 状 況

職 員 の 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 は 、 国 及 び 他 の 地 方 公 共 団 体
の 職 員 と の 間 に 権 衡 を 失 し な い よ う に 考 慮 し て 、 条 例 等 で 定 め て
い ま す 。

(1) 勤 務 時 間

一 般 的 な 職 員 の 勤 務 時 間 は 次 の と お り で す が 、 交 替 制 勤 務 職
員 な ど 、 勤 務 の 特 殊 性 に よ り こ の 勤 務 時 間 に よ り 難 い 場 合 は 、
別 に 定 め て い ま す 。

１週間の １ 日 の 勤 務 時 間 の 割 振 り
勤務時間 勤務時間 始 業 終 業 休 憩 時 間

38時間45分 7時間45分 8時30分 17時15分 12時から13時

(2) 休 暇

給 与 が 支 給 さ れ る 有 給 休 暇 と し て は 、 事 由 を 問 わ ず 毎 年 付 与
さ れ る 年 次 休 暇 と 、 結 婚 、 出 産 等 の 特 定 の 事 由 に 基 づ い て 認 め
ら れ る 特 別 休 暇 等 が あ り ま す 。 ま た 、 給 与 が 支 給 さ れ な い 無 給
休 暇 と し て 、 介 護 休 暇 等 が あ り ま す 。

年 次 休 暇 の 任 命 権 者 別 平 均 取 得 日 数 （ 平 成 24年 (暦 年 ) 単 位 ： 日 ）
区 分 知 事 部 局 教 育 委 員 会 警 察 部 局 各 種 委 員 会 全 部 局

取 得 日 数 12.00 12.94 9.21 13.13 12.18

４ 職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 処 分 の 状 況

分 限 処 分 と は 、 職 員 が 十 分 に 職 責 を 果 た す こ と が で き な い 場 合
に 、 公 務 能 率 を 維 持 す る た め に 行 う 処 分 を い い 、 ま た 、 懲 戒 処 分
と は 、 職 員 の 義 務 違 反 に 対 し て 、 公 務 に お け る 秩 序 を 維 持 す る た
め に 職 員 の 責 任 を 追 求 す る 処 分 を い い ま す 。
な お 、 懲 戒 処 分 に 当 た っ て は 、 懲 戒 処 分 の 基 準 （ 平 成 17年 12月 ）

等 に 基 づ き 、 処 分 を 行 っ て い ま す 。
平 成 24年 度 の 処 分 の 状 況 は 、 次 の と お り で す 。
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(1) 分 限 処 分

分 限 処 分 の 状 況 （ 平 成 24年 度 ） （単位：人）
処 分 理 由 地方公務員法 降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失 職

勤務実績が良くない場合 第28条第1項第1

号 0
心身の故障の場合 第28条第1項第2

号、第2項第1号 326 326

職に必要な適格性を欠く 第28条第1項第3

場合 号 0
職制、定数の改廃、予算 第28条第1項第4

の減少により廃職、過員 号
を生じた場合 0
刑事事件に関し起訴され 第28条第2項第2
た場合 号 0
条例で定める事由による 第27条第2項
場合 0
地方公務員法第28条第4項により失職した者

合 計 0 0 326 0 326 0
(注)１ 同一の者が複数回にわたって分限処分を受けた場合は、その数を重複して計上しています。

２ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上しています。

(2) 懲 戒 処 分

懲 戒 処 分 の 状 況 （ 平 成 24年 度 ） （単位：人）
処 分 理 由 地方公務員法 戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計

法令に違反した場合 第29条第1項第1号
12 10 4 26

職務上の義務に違反し又は 第29条第1項第2号
職務を怠った場合 3 1 4
全体の奉仕者たるにふさわ 第29条第1項第3号
しくない非行のあった場合 3 2 5

合 計 15 14 2 4 35

(注) 同一の者が複数回にわたって懲戒処分を受けた場合は、その数を重複して計上しています。

５ 職 員 の 服 務 の 状 況
職 員 は 、 全 体 の 奉 仕 者 と し て 公 共 の 利 益 の た め に 勤 務 し 、 か つ 、

職 務 の 遂 行 に 当 た っ て は 、 全 力 を 挙 げ て こ れ に 専 念 し な け れ ば な
ら な い こ と と さ れ て お り 、 法 令 及 び 職 務 命 令 に 従 う 義 務 を は じ め
と し て 、 信 用 失 墜 行 為 の 禁 止 、 秘 密 を 守 る 義 務 、 職 務 に 専 念 す る
義 務 な ど 、 職 務 上 の 制 約 が 課 さ れ て い ま す 。
こ れ ら の 服 務 規 律 を 保 持 す る た め 、懲 戒 制 度 が 設 け ら れ て お り 、

さ ら に 制 度 の 趣 旨 を 徹 底 さ せ る た め 、 公 務 員 倫 理 に 関 す る 研 修 を
実 施 す る ほ か 、 適 宜 機 会 を と ら え て 必 要 な 指 導 徹 底 の 通 知 等 を 行
い 、 適 切 な 処 理 を 行 っ て い ま す 。
ま た 、 職 員 の 法 令 遵 守 の 確 保 を 図 る た め 、 平 成 18年 ４ 月 １ 日 か

ら 公 益 通 報 制 度 を 実 施 し て い ま す 。 こ れ は 、 職 務 上 の 法 令 違 反 等
の 行 為 に つ い て 、 内 部 通 報 を 行 っ た 職 員 が 不 利 な 取 扱 を 受 け な い
よ う 保 護 す る 制 度 で す 。 な お 、 平 成 24年 度 の 通 報 件 数 は 、 以 下 の
と お り で す 。

平 成 24年 度 公 益 通 報 件 数 ０ 件
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６ 職 員 の 研 修 及 び 勤 務 成 績 の 評 定 の 状 況

(1) 研 修 の 概 要
職 員 の 研 修 に つ い て は 、 職 員 の 勤 務 能 率 の 発 揮 及 び 増 進 を 目

的 に 各 任 命 権 者 ご と に 様 々 な 研 修 を 行 っ て い ま す 。
平 成 24年 度 に 行 わ れ た 主 な 研 修 は 次 の と お り で す 。

職員研修の種別 研 修 の 内 容

自 己 啓 発 支 援 ・ 自 主 研 究
・ 通 信 教 育 講 座

職 場 研 修 支 援 ・ Ｏ Ｊ Ｔ 研 修 （ 日 常 業 務 を 通 じ た 専 門 研 修 ）
・ 所 属 研 修 （ 人 権 啓 発 、 温 暖 化 対 策 等 ）
・ コ ン プ ラ イ ア ン ス リ ー ダ ー 研 修

職 場 外 研 修 ・ 基 礎 研 修 （ 新 規 採 用 職 員 向 け 、 リ ー ダ ー 研 修
（ 研 修 所 等 ） 等 職 位 ご と の 研 修 ）

・ パ ワ ー ア ッ プ 研 修 （ 行 政 法 、 折 衝 ・ 交 渉 力 向
上 、 リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト 、 政 策 法 務 等 ）

〃 ・ 自 治 大 学 校 派 遣
（ 派 遣 等 ） ・ 国 内 研 修 派 遣 （ 保 健 福 祉 、 農 林 水 産 物 関 係 、

特 殊 技 能 関 係 等 ）
・ 国 、 他 自 治 体 派 遣
・ 海 外 派 遣

(2) 勤 務 成 績 の 評 定 の 概 要
任 命 権 者 は 、 公 務 能 率 を 増 進 さ せ る こ と を 目 的 に 、 職 員 の 執

務 に つ い て 定 期 的 に 勤 務 成 績 の 評 定 を 行 い 、 そ の 評 定 の 結 果 に
応 じ た 措 置 を 講 ず る こ と と さ れ て い ま す 。
職 員 の 能 力 や 経 歴 、 勤 務 実 績 等 を 総 合 的 に 評 定 す る こ と を 通

じ て 転 任 や 昇 任 等 を 行 い 、 適 材 適 所 の 徹 底 を 図 っ て い ま す 。
現 在 、 地 方 公 務 員 を 含 む 公 務 員 制 度 改 革 が 議 論 さ れ て お り 、

こ う し た 動 向 を 踏 ま え な が ら 、 新 た な 人 事 評 価 制 度 の 導 入 に つ
い て 検 討 し て い く こ と と し て い ま す 。
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７ 職 員 の 福 祉 及 び 利 益 の 保 護 の 状 況

(1) 福 利 厚 生 制 度
県 で は 、 地 方 公 務 員 法 、 労 働 安 全 衛 生 法 等 に 基 づ き 、 職 員 の

公 務 能 率 の 向 上 を 図 る た め 、 各 種 福 利 厚 生 事 業 を 実 施 し て い ま
す 。 平 成 24年 度 の 実 施 状 況 は 次 の と お り で す 。

区 分 内容・実施状況

職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境づくり

職員の安全 を促進するため、以下の事業を実施しました。

衛生管理 ・職員安全衛生管理委員会、安全衛生委員会等の開催

・健康管理医、衛生管理者、安全管理者等の養成

・執務室内環境調査及び改善指導の実施 等

職員が心身ともに健康な状態で、安心して業務に従事できるよ

職員の健康 う以下の事業を実施しました。

管理 ・健康診断及び保健指導の実施

・職員相談及び健康相談の実施

・メンタルヘルス対策の実施 等

職員の厚生に関する事業を以下のとおり実施しました。

その他 ・ライフプランセミナーの実施

・福利厚生施設の維持管理 等

(参 考 ) 職 員 互 助 会 の 状 況 （ 平 成 24年 度 実 績 ）

[単 位 :人 、 百 万 円 ]

団 体 名 会 員 数 総 事 業 費 県 補 助 額

(社 )宮 崎 県 職 員 互 助 会 5,244 381 0

(社 )宮 崎 県 教 職 員 互 助 会 9,529 1,702 0

(財 )宮 崎 県 警 察 職 員 互 助 会 2,380 197 0

(2) 利 益 の 保 護 の 状 況
職 員 の 利 益 は 、 勤 務 条 件 に 関 す る 措 置 要 求 制 度 及 び 不 利 益 処

分 に 対 す る 不 服 申 立 て 制 度 に よ っ て 保 護 さ れ て い ま す 。
勤 務 条 件 に 関 す る 措 置 要 求 制 度 は 、 給 与 、 勤 務 時 間 そ の 他 の

勤 務 条 件 に 関 し 、 職 員 が 人 事 委 員 会 に 対 し て 地 方 公 共 団 体 の 当
局 に よ り 適 切 な 措 置 が 執 ら れ る べ き こ と を 要 求 す る 制 度 で あ り 、
ま た 、 不 利 益 処 分 に 対 す る 不 服 申 立 て 制 度 は 、 不 利 益 な 処 分 を
受 け た 職 員 が 人 事 委 員 会 に 対 し て 不 服 申 立 て を 行 う こ と を 認 め
る 制 度 で す 。
こ れ ら の 制 度 の 状 況 は 、「 第 ２ 平 成 24年 度 に お け る 宮 崎 県

人 事 委 員 会 の 業 務 の 状 況 」 の ３ 及 び ４ の と お り で す 。
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第２ 平成24年度における宮崎県人事委員会の業務の状況

１ 平成24年度職員の競争試験及び選考の状況

(1)競争試験の状況について

職員の採用は、地方公務員法上、原則として、競争試験によるものとされていま

す。平成24年度の競争試験の状況は次のとおりです。

採用 受験 第一次試験 第二次試験

種 区分試験 予定数 申込 受験 合格 受験 合格 競争

類 者数 者数 者数 者数 者数 倍率

人 Ａ 人 Ｂ 人 Ｃ 人 Ｄ 人 Ｅ 人 B/E倍

一般行政 40 551 429 110 106 55 7.8

一般行政（社会人） 若干名 361 269 31 31 9 29.9

警察事務 2 60 44 6 6 3 14.7

心 理 2 23 16 6 6 3 5.3

大 社会福祉 2 20 14 6 6 3 4.7

電 気 3 20 14 8 8 4 3.5

機 械 1 15 10 5 5 2 5.0

卒 土 木 9 44 36 22 21 11 3.3

建 築 4 14 13 10 7 5 2.6

化 学 2 37 24 6 6 3 8.0

程 農 業 7 66 47 18 17 8 5.9

農業土木 1 10 7 6 6 3 2.3

畜 産 3 20 16 8 6 4 4.0

度 林 業 3 19 12 8 8 4 3.0

水 産 1 12 9 5 5 2 4.5

管理栄養士 1 49 34 5 5 2 17.0

合 計 ８１+若干名 1,321 994 260 249 121 8.2

短卒 栄 養 士 4 71 62 10 10 4 15.5

程度 合 計 4 71 62 10 10 4 15.5

高 一般事務 20 291 247 50 47 23 10.7

卒 警察事務 1 23 21 7 7 5 4.2

程 土 木 2 11 10 6 6 3 3.3

度 農業土木 1 6 5 5 5 4 1.3

合 計 24 331 283 68 65 35 8.1

保健師 6 33 30 15 14 7 4.3

薬剤師 7 26 25 22 19 13 1.9

診療放射線技師 1 11 11 5 3 2 5.5

臨床検査技師 2 35 32 6 6 3 10.7

Ａ男性 39 438 342 140 124 67 5.1

警 Ａ女性 4 87 60 20 18 6 10.0

察 Ｂ男性 18 327 252 87 79 41 6.1

官 Ｂ女性 3 88 64 15 13 7 9.1

合 計 64 940 718 262 234 121 5.9

合 計 １８９+若干名 2,768 2,155 648 600 306 7.0
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(2)選考の状況について

ア 職員の採用選考

職員の採用は、地方公務員法上、原則として競争試験によるものとされています

が、試験を行っても十分な競争者が得られないと認められる職等については、人事

委員会の承認を得て選考により採用が行われます。

平成24年度の採用選考者数は238人（前年度195人）です。

給料表別採用状況 （単位：人）

行 公 研
医療職 医療職 医療職

給 料 表 政 安 究 計
(一) (二) (三)

職 職 職

採用選考者数 123 7 1 60 24 23 238

イ 役付職員への昇任選考

昇任については、一定の基準を満たす職員の中から昇任選考が行われますが、

これについては人事委員会の承認が必要であり、平成24年度の役付への昇任選

考は389人（前年度472人）で、給料表別の昇任状況は次のとおりです。

給料表別昇任（役付）状況 （単位：人）

行 公 研
医療職 医療職 医療職

給 料 表 政 安 究 計
（一） （二） （三）

職 職 職

昇任選考者数 283 29 14 25 21 17 389
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２ 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況（平成24年）

人事委員会は、地方公務員法第８条、第14条及び第26条の規定に基づき、10月5日、議会

及び知事に対して、職員の給与等に関する報告及び勧告を行いました。

その概要は、次のとおりです。

「職員の給与等に関する報告及び勧告について」（平成24年10月5日）

(1)職員の給与について

① 民間給与との較差に基づく給与改定

ア 民間給与との比較結果

職員（行政職）と民間事業の従事者（企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の事

業所のうち、 116事業所を実地調査）の４月分の給与について、職種、役職段階、学歴、

年齢が同等の者同士で比較。

○月例給

民間給与との較差：職員の給与が民間の給与を３９５円（０．１１％）上回る。

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 較差(Ａ－Ｂ)

特 例 △３９５円
３７１，７１８円

減額前 （△０．１１％）
３７１，３２３円

特 例 ７８円
３７１，２４５円

減額後 （ ０．０２％）

※ 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

○特別給（支給月数）

民間 ３．９４月 職員 ３．９５月

イ 給与改定の内容

「均衡の原則」に基づき検討した結果、次のとおり判断した。

＊｢均衡の原則」： 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給

与その他の事情を考慮して定められなければならない。（地方公務員法第24条第3項）

○月例給

民間給与との較差が小さいこと、特例減額後は民間の給与が県職員の給与を上回って

いること、これと同様の観点から人事院も改定を見送っていることを考慮し、月例給の

改定を行わない。

○特別給

県職員の支給月数と民間の支給月数がおおむね均衡していること、人事院も改定を見

送っていることを考慮し、特別給の改定を行わない。
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② 給与制度の改正等

ア 勤務実績の給与への反映

昇給や勤勉手当については、職員の実績や能力を的確に反映させていくよう適切に運

用していく必要がある。

イ 昇給・昇格制度の改正 ※実施時期：平成２５年４月１日

本県の昇給・昇格制度は、平成18年の給与構造改革の際に国に準じて導入した制度で

あることを踏まえ、今回も国の措置に準じて改正する。

・55歳を超える職員は勤務成績が特に良好である場合に限り昇給、その他の職員につ

いては昇給停止（給与条例改正）

・最高号給を含む高位の号給から昇格した場合の給料月額の増加額を縮減（人事委員

会規則改正）

ウ 住居手当 ※実施時期：平成２５年４月１日

自宅に係る住居手当については、国及び半数以上の道府県において廃止又は廃止の決

定が行われている状況を考慮し、廃止する。

エ 給与構造改革に伴う経過措置額の廃止等

国は、高齢層職員の給与水準の是正を図るため、給与構造改革に伴う経過措置額の平

成26年３月末の廃止及び昇給抑制の回復措置を決めた。本県の受給者の半数以上が高齢

層であることや国が廃止を決定していることを踏まえると廃止が必要である。なお、そ

の際には、他の地方公共団体の動向や本県の実情を考慮するとともに、昇給抑制の回復

措置についても併せて検討していく必要がある。

(2)公務運営の改善に関する報告について

① 人材の確保・育成

限られた人員の下でより効率的な行政運営を進めていくため、今後さらに優れた資質や

能力を有する人材を確保し、意識改革や研修を通じた職員の一層の資質向上を図るととも

に、公正で透明性の高い、人材育成を重視した人事評価の実施により、職員の自発的な能

力開発を促し、能力・実績に基づく人事管理を推進していく必要がある。

② 女性職員の育成・登用の推進

引き続き、女性職員が意欲を持って働くことができるような環境整備に取り組むととも

に、意欲と能力のある人材を各分野で積極的に登用していく必要がある。

③ 高齢期の雇用問題

今後、新たな再任用制度の導入による高齢層職員の増加が見込まれることから、各任命

権者においては、再任用職員が担う職務の整備や行政事務の執行体制の見直しなど、高齢

期雇用をめぐる様々な課題について早急に検討していく必要がある。

④ 仕事と生活の調和に向けた勤務環境の整備

ア 時間外勤務の縮減及び年次休暇の取得促進

管理・監督者は、業務の平準化に努めるとともに、時間外勤務を命ずる場合は、必要

性、緊急性を十分に吟味する必要がある。

また、年次休暇を取得しやすい環境を整備する必要がある。
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イ 子育て・介護と仕事の両立のための支援

子育てや介護に係る制度が活用されるよう、職場の雰囲気づくりや制度を利用する職

員の業務のサポート体制の充実などを図っていく必要がある。

ウ 心身の健康管理の推進

メンタルヘルス対策については、職員自身によるセルフケアの知識習得が重要であり、

また、管理・監督者は、ストレスサインを発している職員に対して、ストレス要因の軽

減等につながるような配慮を行っていく必要がある。

エ 職場における執務環境の改善

セクシャル・ハラスメントやパワー・ハラスメントの防止及び排除のためには、職員

にとって相談しやすい体制となっているか常にチェックを行うとともに、風通しの良い

職場環境づくりに取り組むことが重要である。

⑤ 信頼の確保

いまだに県民の信頼を損なう不祥事が発生していることを踏まえ、職員一人ひとりが公

務員倫理、服務規律の確保に努めるとともに、各任命権者において、これまで以上に職員

への法令遵守意識及び服務規律の徹底を図り、県民の信頼確保に努めていく必要がある。

⑥ 公務員制度改革

国は、自律的労使関係制度をはじめとした国家公務員制度の全般的かつ抜本的な改革を

推進するため、関連法案を国会に提出し、継続審査となっている。地方公務員については、

国家公務員に係る措置等を踏まえ、制度の改革を進めることとされていることから、引き

続き国の動向を注視し、適切に対応していく必要がある。

３ 勤務条件に関する措置の要求の状況について

この制度は、地方公務員法第46条の規定に基づき、職員から給与、勤務時間その他の勤

務条件に関し適当な措置が執られるべきことの要求があった場合に、これを審査して判定

を行い、その結果に基づいて必要な措置の勧告を行うものです。

平成24年度は、前年度からの係属案件とともに、新たな措置要求はありませんでした。

勤務条件に関する措置の要求の係属状況

区 分 平成23年度末 平成24年度中 平成24年度中処理件数 平成24年度末

係属件数 要求件数 要求却下 判 定 取 下 げ 係属件数

給 与 0 0 0 0 0 0

勤務時間 0 0 0 0 0 0

休 暇 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0
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４ 不利益処分に関する不服申立ての状況について

この制度は、地方公務員法第49条の２の規定に基づき、職員から懲戒その他その意に反

する不利益な処分についての不服申立てがあった場合に、これを審査し、判定を行うとと

もに、必要に応じ適切な是正の指示を行うものです。

平成24年度は、新たな申立てはありませんでした。

前年度以前から係属していた案件については、172件が取り下げられたため、年度末に

おける係属件数は合計で612件となっています。

不利益処分に関する不服申立ての係属状況

平成23年度末 平成24年度中 平成24年度中処理件数 平成24年度末

区 分

係属件数 申立件数 申立却下 判 定 取 下 げ 係属件数

懲戒処分 784 0 0 0 172 612

分限処分 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

計 784 0 0 0 172 612


